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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

５ 第19期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、第18期中については記載しておりません。 

回次 第18期中 第19期中 第20期中 第18期 第19期 

会計期間 

自平成15年
７月１日 
至平成15年 
12月31日 

自平成16年
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成15年 
７月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

売上高 （千円） － 2,210,957 2,653,514 4,158,030 4,228,352

経常損益 （千円） － 169,891 203,050 69,612 205,333

中間（当期）純利益 （千円） － 91,653 110,588 39,748 115,473

持分法を適用した場合の投資
利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） － 306,500 421,250 306,500 306,500

発行済株式総数 （株） － 6,620 7,620 6,620 6,620

純資産額 （千円） － 750,729 1,131,732 675,756 774,625

総資産額 （千円） － 1,805,230 2,155,063 1,016,257 1,161,193

１株当たり純資産額 （円） － 113,403.20 148,521.34 102,077.99 117,012.87

１株当たり中間（当期）純利
益 

（円） － 13,845.00 14,830.09 6,004.23 17,443.15

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益金額 

（円） － － － － －

１株当たり中間（年間）配当
額 

（円） － － － 2,500 5,000

自己資本比率 （％） － 41.6 52.5 66.5 66.7

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

（千円） － △81,773 △225,705 26,574 248,885

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

（千円） － △9,988 △39,010 △21,008 29,086

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

（千円） － 204,940 258,621 △74,970 △73,570

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

（千円） － 206,895 292,024 93,717 298,119

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数） 

（名） 
－
(－)

36
(102)

38
(99)

41 
(93)

36
(96)



２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（ ）外書きは、臨時従業員の当中間会計期間平均雇用人員であります。 

  

(2)労働組合の状況 

当社に労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しており、特に記載すべき事項はありません。 

  

  

  （平成17年12月31日現在）

従業員数（名） 38（99） 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰など懸念材料はあるものの、企業収益の好転により民間設備投資が

回復傾向となり、雇用情勢も一部改善の兆しが見え始め個人消費も底堅い中で推移してまいりました。 

このような状況の中で、当社は夏秋いちご「ペチカ」を中心に営業展開をはかってまいりました。「ペチカ」につきまして

は、７月から９月にかけての猛暑の影響により、生産農家からの入荷数量が一時的に減少したものの、取引先への安定供給に

力を注ぎ要望に応えるよう努めてまいりました。また、業務用いちご果実の最需要期となる12月クリスマス期には、直前の西

日本を中心とする寒波や降雪の影響により市場への入荷数量が伸び悩む一方、いちご相場価格は平年並みの高値で推移いたし

ました。 

事業の部門別業績は次のとおりであります。 

  

（種苗部門） 

種苗部門は、ペチカを生産している一部の産地・生産者が秋定植（秋に定植し、翌年春から収穫）から春定植（春に定植

し、その年の初夏から収穫）へ作型を変更したことから、秋定植用ペチカ苗の出荷本数が減少し、売上高は前年同期比17.6％

減少し17,998千円となりました。 

  

（いちご果実部門） 

いちご果実部門は、コンビニエンスストア向けのいちごアイテム商品の積極的な営業活動と、オーナーシェフ店等への国産

いちごの営業活動により販売数量は前年同期に比べ11.7％増加いたしました。業務用いちごの最需要期である12月クリスマス

期には、寒波の影響等から市場への入荷数量が伸び悩み、数量の安定確保に苦慮したものの、いちご相場価格は平年並みの高

値で推移し、当社の販売先への販売価格も平年並みに推移することとなりました。その結果、売上高は前年同期比20.7％増加

し2,333,112千円となりました。 

  

（青果部門） 

青果部門は、いちご果実の得意先が増えたことにともない、それらの得意先に対するいちご以外の洋菓子材料として、ブ

ルーベリー等のベリー類、メロン及びバナナ等の販売数量が増加いたしました。その結果、売上高は前年同期比99.0％増加し

105,991千円となりました。 

  

（その他部門） 

その他部門については、資材売上高は前年同期比1.0％減少し55,805千円となり、菓子売上高は前年同期比4.5％減少し

140,606千円となったことから、その他売上高の合計は前年同期比3.5％減少し196,411千円となりました。 

  

この結果、当中間会計期間の売上高は2,653,514千円（前年同期比20.0％増加）、営業利益は207,622千円（前年同期比

21.9％増加）、経常利益は203,050千円（前年同期比19.5％増加）、中間純利益は110,588千円（前年同期比20.7％増加）とな

りました。 

  



(2)キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、売上債権の増加や短期及び長期借入金の返済によ

る支出等がありましたが、新株発行による収入や仕入債務の増加等があったことから、前中間会計期間末に比べ85,129千円増

加（前年同期比41.1％増加）し、当中間会計期間末には292,024千円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用された資金は225,705千円（前年同期比176.0％増加）となりました。これは主に税引前中間純利益

202,918千円の計上や仕入債務の増加609,666千円があった一方、売上債権の増加974,315千円や法人税等の支払85,890千円が

あったこと等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用された資金は39,010千円（前年同期比290.6％増加）となりました。これは主に差入敷金及び保証金の差

入による支出（差入による支出と返還による収入の差額）34,413千円があったこと等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は258,621千円（前年同期比26.2％増加）となりました。これは主に株式発行による収入

279,000千円等によるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は当期製品製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）仕入実績 

 当中間会計期間の仕入実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注実績 

 当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

部門の名称 
当中間会計期間

自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日 

前年同期比（％） 

種苗部門 （千円） 44,639 130.9 

いちご果実部門 （千円） 37,979 102.7 

合計（千円） 82,619 116.2 

部門の名称 
当中間会計期間

自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日 

前年同期比（％） 

いちご果実部門 （千円） 1,786,560 126.1 

青果部門 （千円） 80,333 178.5 

その他部門 （千円） 141,630 95.2 

合計（千円） 2,008,524 124.7 



(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

部門の名称 
当中間会計期間

自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日 

前年同期比（％） 

種苗部門 （千円） 17,998 82.4 

いちご果実部門 （千円） 2,333,112 120.7 

青果部門 （千円） 105,991 199.0 

その他部門 （千円） 196,411 96.5 

合計（千円） 2,653,514 120.0 

相手先 

前中間会計期間
自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日 

当中間会計期間 
自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

株式会社シャトレーゼ 496,448 22.5 498,403 18.8 

トーワ物産株式会社 386,939 17.5 388,166 14.6 



３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、当社は新たにペチカ果実の栽培について、生産農家との間で「栽培契約書」を締結しており、その

主な内容は以下のとおりであります。 

 （注）１ 契約締結先は、農業生産法人あるいは農業協同組合の場合もあります。 

２ 契約期間は１年間で満了しますが、種苗の他人への譲渡、増殖、保存等の禁止規定は期間満了後も効力を有することと

なっております。 

  

契約締結先 期間 主な内容

生産農家個人 
契約締結日から１年間 
（自動更新規定なし） 

・いちご果実の生産が目的であること
・当社が販売する苗の品種及び数量 
・当社選果規格に合致する果実をすべて当社へ出荷すること 
・種苗の他人への譲渡、増殖、保存等の禁止 



５【研究開発活動】 

当中間会計期間におきましては、前事業年度に引続き以下の研究開発活動を実施しております。 

  

(1)新品種の育種開発 

 前事業年度までに得られた交配株の土耕栽培での一次選抜、高設栽培での二次選抜、病虫害あるいは環境変化への耐性、収

穫時の作業性、果実の輸送性などの生産力検定を中心に研究を進めてまいりました。その結果、二次選抜の対象となる苗228系

統、生産力検定を実施する予定の苗31系統、次期の品種として期待しうる苗３系統を選抜しております。 

 種苗登録申請中の「エスポ」につきましては、生産農家での栽培を想定しての特性調査を行い、評価試験を継続しておりま

す。 

  

(2）一季成性いちご苗の増殖技術の確立 

当社におきましては、種苗販売事業の拡充をはかるため、国内の一季成性いちご（とちおとめ、さちのか）の増殖方法の確

立を目的に、圃場での増殖条件、病虫害の防除方法、苗の冷蔵貯蔵条件及び製造コスト等の研究、検討を行ってきておりま

す。 

当中間会計期間におきましては、茨城県の３地域のとちおとめ生産者へ約５千本の苗を販売し、果実生産用の苗としての評

価試験を兼ねて実施中であります。 

  

(3）いちご栽培技術の改良 

高温時の栽培を前提とした病虫害の防除技術、施肥・灌水管理技術及びハウス冷却技術を実用化させるための研究を実施し

てまいりました。 

  

(4）いちご果実の輸送及び貯蔵方法の開発 

全国のオーナーシェフ店への個配を可能とする緩衝能に優れている包装資材を研究し、宅配便を利用した配送を可能とする

包装方法を確立し、実用化しております。 

  

 以上の研究開発活動を行い、当中間会計期間は24,292千円の研究開発費を計上しております。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 26,480 

計 26,480 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年３月23日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,620 7,620 ジャスダック証券取引所 （注） 

計 7,620 7,620 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年７月31日 
(注) 

1,000 7,620 114,750 421,250 164,250 432,250

発行価格 300,000円  引受価額 279,000円

発行価額 229,500円  資本組入額 114,750円



(4）【大株主の状況】 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

    （平成17年12月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

髙橋 巖 北海道上川郡東神楽町14－北１ 3,050 40.03 

髙橋 ゆかり 北海道上川郡東神楽町14－北１ 220 2.89 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２－４－６ 181 2.38 

株式会社北海道銀行 北海道札幌市中央区大通西４－１ 160 2.10 

鈴木 直則 北海道旭川市東光21－６－８－17 160 2.10 

みずほインベスターズ証券
株式会社 

東京都中央区日本橋茅場町１－13－16 139 1.82 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１－５－１ 122 1.60 

道銀どさんこ１号投資事業
有限責任組合 

北海道札幌市北区北７－西２－20 120 1.57 

酒井 直行 東京都葛飾区柴又２－１－24 116 1.52 

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１－４ 111 1.46 

計 － 4,379 57.47 

  （平成17年12月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,620 7,620
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

端株 － － － 

発行済株式総数 7,620 － － 

総株主の議決権 － 7,620 － 

    （平成17年12月31日現在）

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成17年８月１日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はあり

ません。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） － 694,000 877,000 656,000 649,000 631,000 

最低（円） － 460,000 512,000 545,000 561,000 560,000 



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間(平成16年7月1日から平成16年12月31日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日内閣府令第5号)附則第3項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等

規則を適用しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）及び当中

間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受

けております。 

 なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成17年６月24日提出の有価証券届出書に添付されたものによっておりま

す。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成17年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   212,895  292,024 298,119  

２ 売掛金   918,707  1,220,365 246,050  

３ たな卸資産   100,826  103,308 76,596  

４ 繰延税金資産   7,028  6,895 12,331  

５ その他   23,214  21,463 25,168  

貸倒引当金   △6,734  △7,548 △5,798  

流動資産合計    1,255,939 69.6 1,636,509 75.9  652,467 56.2

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産 ※１     

(1）建物 ※２ 225,198  204,865 213,044  

(2）機械及び装置   93,476  84,331 88,653  

(3）土地 ※２ 80,382  79,291 79,291  

(4）その他 ※２ 26,868  26,387 24,153  

有形固定資産合計   425,925  394,876 405,143  

２ 無形固定資産   2,687  4,225 4,639  

３ 投資その他の資産       

(1）繰延税金資産   4,998  6,205 5,588  

(2）差入敷金及び保
証金 

  79,185  88,753 60,129  

(3）その他   36,640  24,579 33,657  

貸倒引当金   △147  △86 △431  

投資その他の資産
合計 

  120,677  119,451 98,943  

固定資産合計    549,290 30.4 518,554 24.1  508,726 43.8

資産合計    1,805,230 100.0 2,155,063 100.0  1,161,193 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成17年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金   492,970  716,044 106,377  

２ 短期借入金 ※２ 250,000  100,000 －  

３ 一年以内返済予定
の長期借入金 

※２ 52,862  － 38,890  

４ 未払金   71,184  73,376 50,849  

５ 未払法人税等   84,599  90,819 88,777  

６ 未払消費税等   13,263  12,303 13,888  

７ その他   10,893  11,986 22,585  

流動負債合計    975,773 54.0 1,004,530 46.6  321,369 27.7

Ⅱ 固定負債       

１ 長期借入金 ※２ 62,927  － 48,389  

２ 退職給付引当金   15,800  18,800 16,810  

固定負債合計    78,727 4.4 18,800 0.9  65,199 5.6

負債合計    1,054,500 58.4 1,023,330 47.5  386,568 33.3

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    306,500 17.0 421,250 19.5  306,500 26.4

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金   268,000  432,250 268,000  

資本剰余金合計    268,000 14.9 432,250 20.1  268,000 23.1

Ⅲ 利益剰余金       

１ 利益準備金   5,000  5,000 5,000  

２ 任意積立金   1,158  826 1,158  

３ 中間（当期）未処
分利益 

  169,546  271,186 193,366  

利益剰余金合計    175,705 9.7 277,012 12.8  199,524 17.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   524 0.0 1,219 0.1  600 0.1

資本合計    750,729 41.6 1,131,732 52.5  774,625 66.7

負債及び資本合計    1,805,230 100.0 2,155,063 100.0  1,161,193 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    2,210,957 100.0 2,653,514 100.0  4,228,352 100.0

Ⅱ 売上原価    1,653,223 74.8 2,043,704 77.0  3,290,622 77.8

売上総利益    557,734 25.2 609,810 23.0  937,730 22.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   387,393 17.5 402,188 15.2  728,513 17.3

営業利益    170,341 7.7 207,622 7.8  209,216 4.9

Ⅳ 営業外収益 ※１  588 0.0 785 0.0  1,460 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２  1,038 0.0 5,356 0.2  5,342 0.1

経常利益    169,891 7.7 203,050 7.6  205,333 4.8

Ⅵ 特別利益 ※３  26 0.0 3 0.0  26 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  － － 135 0.0  206 0.0

税引前中間（当
期）純利益 

   169,917 7.7 202,918 7.6  205,153 4.8

法人税、住民税及
び事業税 

  82,247  87,932 99,607  

法人税等調整額   △3,984 78,263 3.5 4,398 92,330 3.5 △9,927 89,680 2.1

中間（当期）純利
益 

   91,653 4.2 110,588 4.1  115,473 2.7

前期繰越利益    77,892 160,598  77,892 

中間（当期）未処
分利益 

   169,546 271,186  193,366 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前中間会計期間

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度の要約キャッシ

ュ・フロー計算書 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間（当期）純利益   169,917 202,918 205,153

減価償却費   17,833 15,440 35,819

退職給付引当金の増減額（減少：△）   1,230 1,990 2,240

貸倒引当金の増減額（減少：△）   5,298 1,404 4,646

受取利息及び受取配当金   △86 △88 △198

支払利息   979 203 1,974

固定資産売却益   △26 △3 △26

固定資産除却損   － 17 206

固定資産売却損   － 117 －

売上債権の増減額（増加：△）   △674,381 △974,315 △1,724

たな卸資産の増減額（増加：△）   △21,041 △26,711 3,188

仕入債務の増減額（減少：△）   387,882 609,666 1,290

その他   46,547 29,587 26,199

小計   △65,847 △139,770 278,770

利息及び配当金の受取額   135 162 177

利息の支払額   △1,109 △205 △1,928

法人税等の支払額   △14,951 △85,890 △28,133

営業活動によるキャッシュ・フロー   △81,773 △225,705 248,885



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度の要約キャッシ

ュ・フロー計算書 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出   △18,000 － △30,000

定期預金の払戻による収入   28,000 － 46,000

有形固定資産の取得による支出   △352 △7,530 △1,433

有形固定資産の売却による収入   38 130 10,345

出資金の返還による収入   － － 10

貸付による支出   △6,500 － △6,500

貸付金の回収による収入   4,300 2,861 5,132

保険積立金の増加による支出   △413 △58 △436

保険積立金の減少による収入   － － 1,669

差入敷金及び保証金の差入による支出   △98,830 △105,623 △121,475

差入敷金及び保証金の返還による収入   81,769 71,209 125,774

投資活動によるキャッシュ・フロー   △9,988 △39,010 29,086

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入   250,000 200,000 980,000

短期借入金の返済による支出   － △100,000 △980,000

長期借入金の返済による支出   △28,510 △87,279 △57,020

株式発行による収入   － 279,000 －

配当金の支払額   △16,550 △33,100 △16,550

財務活動によるキャッシュ・フロー   204,940 258,621 △73,570

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：

△）   113,178 △6,094 204,402

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   93,717 298,119 93,717

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高 
※ 206,895 292,024 298,119

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  ・時価のあるもの ・時価のあるもの ・時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

同左 決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  ① 商品 ① 商品 ① 商品 

  個別法による原価法 同左 同左 

  ② 製品・原材料・仕掛品・貯

蔵品 

② 製品・原材料・仕掛品・貯

蔵品 

② 製品・原材料・仕掛品・貯

蔵品 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

同左 同左 

  建物 ６～38年

機械及び装置 ３～35年

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

同左 同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

同左 同左 

  (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、中間期末自己都合退職金要

支給額の100％を計上しており

ます。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、期末自己都合退職金要支給

額の100％を計上しておりま

す。 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 



  

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

５ 中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 消費税等の処理方法 消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

───────── （固定資産の減損に係る会計基準） ───────── 

  当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

前中間会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間会計期間末
（平成17年12月31日） 

前事業年度末 
（平成17年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

413,771千円 430,574千円 420,463千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

────────  担保に供している資産は次のとおりで

あります。 
  

建物 134,456千円

土地 76,202千円

その他 5,303千円

計 215,962千円

    
建物 126,358千円

土地 75,111千円

その他 4,817千円

計 206,287千円

 担保付債務は次のとおりであります。    担保付債務は次のとおりであります。 
  

短期借入金 150,000千円

一年以内返済予定の長期
借入金 

40,356千円

長期借入金 62,927千円

計 253,283千円

  

  

一年以内返済予定の長期
借入金 

34,716千円

長期借入金 48,389千円

計 83,105千円

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うために取引銀行３行と当座貸越契約を

締結しております。これら契約に基づく

当中間期末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うために取引銀行４行と当座貸越契約を

締結しております。これら契約に基づく

当中間期末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うために取引銀行３行と当座貸越契約を

締結しております。これら契約に基づく

当期末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 
  

当座貸越極度額 1,830,000千円

借入実行残高 250,000千円

借入未実行残高 1,580,000千円

  
当座貸越極度額 1,330,000千円

借入実行残高 100,000千円

借入未実行残高 1,230,000千円

当座貸越極度額 530,000千円

借入実行残高 －千円

借入未実行残高 530,000千円



（中間損益計算書関係） 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

  

受取利息 86千円

保険積立配当金 161千円

受取利息 88千円

保険積立配当金 58千円

差入保証金利息 220千円

受取利息 180千円

保険積立配当金 184千円

保険解約返戻金 399千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

  
支払利息 979千円 支払利息 203千円

新株発行費 5,150千円

支払利息 1,974千円

新株発行費 3,310千円

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却益 26千円 固定資産売却益 3千円 固定資産売却益 26千円

──────── ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 
  

固定資産除却損 17千円

固定資産売却損 117千円
  

固定資産除却損 206千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 17,325千円

無形固定資産 508千円

有形固定資産 15,027千円

無形固定資産 413千円

有形固定資産 34,760千円

無形固定資産 1,058千円

 ６ 当中間会計期間に係る納付税額及び法

人税等調整額は、当期において予定して

いる利益処分による特別償却準備金の取

崩しを前提として、当中間会計期間に係

る金額を計算しております。 

同左 ──────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在） （平成17年６月30日現在） 

現金及び預金 212,895千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△6,000千円

現金及び現金同等物 206,895千円

現金及び預金 292,024千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

－千円

現金及び現金同等物 292,024千円

現金及び預金 298,119千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

－千円

現金及び現金同等物 298,119千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

（有形固定資
産） 

     

その他 7,386 5,869 1,516

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

（有形固定資
産） 

その他 7,080 2,780 4,300

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

（有形固定資
産） 

    

その他 7,386 6,538 848

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 986千円

１年超 530千円

合計 1,516千円

  
１年内 1,310千円

１年超 2,990千円

合計 4,300千円

１年内 636千円

１年超 212千円

合計 848千円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 

  
支払リース料 738千円

減価償却費相当額 738千円

  
支払リース料 448千円

減価償却費相当額 448千円

支払リース料 1,577千円

減価償却費相当額 1,577千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

  (減損損失について)   

  リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年12月31日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

当中間会計期間末（平成17年12月31日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

前事業年度末（平成17年６月30日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 1,080 1,960 880 

合計 1,080 1,960 880 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 1,080 3,128 2,048 

合計 1,080 3,128 2,048 

  取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 1,080 2,088 1,008 

合計 1,080 2,088 1,008 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

  

１株当たり純資産額 113,403円20銭

１株当たり中間純利益 13,845円00銭

  

１株当たり純資産額 148,521円34銭

１株当たり中間純利益 14,830円09銭

  

１株当たり純資産額 117,012円87銭

１株当たり当期純利益 17,443円15銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式がないため記載

しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式がないため記載

しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式がないため記載

しておりません。 

      

１株当たり中間純利益の算定上の基礎 １株当たり中間純利益の算定上の基礎 １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

中間損益計算書上の中間純利益 中間損益計算書上の中間純利益 損益計算書上の当期純利益 

91,653千円 110,588千円 115,473千円 

普通株主に帰属しない金額 普通株主に帰属しない金額 普通株主に帰属しない金額 

該当事項はありません 該当事項はありません 該当事項はありません 

普通株式に係る中間純利益 普通株式に係る中間純利益 普通株式に係る当期純利益 

91,653千円 110,588千円 115,473千円 

普通株式の期中平均株式数 普通株式の期中平均株式数 普通株式の期中平均株式数 

6,620株 7,457株 6,620株 



（重要な後発事象） 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

───────── ───────── （新株式の発行） 

     平成17年６月24日及び平成17年７月８日開

催の取締役会において、下記のとおり新株式

の発行を決議し、平成17年７月31日に払込が

完了いたしました。 

 この結果、平成17年７月31日付で、資本金

は421,250千円、発行済株式総数は7,620株と

なっております。 

      

  

(1）募集方法 

一般募集 

（ブックビルディング方式による募集）

(2）発行する株式の種類及び数 

普通株式     1,000株 

(3）発行価格 

１株につき   300,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

(4）引受価額 

１株につき   279,000円 

この価額は当社が引受人より１株当たり

の新株式払込金として受取った金額であ

ります。なお、発行価格と引受価額との

差額の総額は、引受人の手取金となりま

す。 

(5）発行価額 

１株につき   229,500円 

（資本組入額  114,750円） 

(6）発行価額の総額 

229,500千円 

(7）払込金額の総額 

279,000千円 

(8）資本組入額 

114,750千円 

(9）払込期日 

平成17年７月31日 

(10)配当起算日 

平成17年７月１日 

(11)資金の使途 

運転資金及び借入金の返済に充当する予

定であります。 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年７月11日及び平成17年７月21日北海道財務局長に提出 

 平成17年６月24日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(2）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第19期）（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月26日北海道財務局長に提出 

(3）有価証券報告書の訂正報告書 

   平成17年12月16日北海道財務局長に提出 

事業年度（第19期）（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

株 式 会 社 ホ ー ブ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ホーブの平

成１６年７月１日から平成１７年６月３０日までの第１９期事業年度の中間会計期間（平成１６年７月１日から平成１６年１２月３

１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ホーブの平成１６年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年７月１日から平成１６年

１２月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別

途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 松 謹 也 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 上 田 恵 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年３月２２日

株 式 会 社 ホ ー ブ  

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ホーブの平

成１７年７月１日から平成１８年６月３０日までの第２０期事業年度の中間会計期間（平成１７年７月１日から平成１７年１２月３

１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ホーブの平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年７月１日から平成１７年

１２月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 松 謹 也 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 上 田 恵 一 
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